第１７章　財政　
大阪府財政の概況
１　普通会計
　大阪府の昭和49年度普通会計決算額は、歳入総額7,935億3,500万円（48年度5,975億2,300万円）、歳出総額7,794億3,600万円（48年度5,627億2,600万円）であり、48年度に比べ歳入で32.8パーセント、歳出で38.5パーセント伸びている。 49年度決算には次のような特徴がある。第一に、実質収支が46年度以降引き続き赤字を示している。実質収支は過去の積立金である減債基金を多額（29億4,300万円）にとりくずしても、48年度の赤字10億8,000万円の約3.5倍に当たる37億3,600万円の赤字となり、府財政は深刻な財政危機に直面している。第二に、硬直化が一層すすんでいる。税など経常一般財源のうち人件費や公債費・扶助費などの経常経費に充当した割合は、45年度までの50パーセント台から、48年度64.4パーセント、49年度70.7パーセントときわめて高くなってきており、新規事業や投資的事業に充て得る割合が低くなってきている。
歳入
　49年度の歳入構造についてみると、自主財源（府税、使用料及び手数料、財産収入などのように地方公共団体が自らの力によって確保できる収入）の割合が低下し、依存財源（国庫支出金や府債などのように国に依存する収入）の割合が高くなっている。府は、従来から自主性のある行政をめざして自主財源の拡充に努めてきたが、国の総需要抑制策の結果、府税収入が落ちこんだことによるものである。今後、国庫補助負担事業にかかる超過負担や、単に地方交付税の不交付団体という理由による地方譲与税等にかかる財源調整等、現行の行政運営上行われている不合理を撤廃し、財源の拡充を図る必要がある。
歳出
　歳出決算額を行政目的別にみると、最も大きな割合を占めているのは、府立高校の建設費、公立小中学校の教職員人件費等を主な内容とする教育費（総額の33.9パーセント）で、次いで道路、河川、公園、住宅等の建設・整備を主な内容とする土木費（22.5パーセント）である。また、対前年度伸び率が高いのは、労働費（66.0パーセント増）、民生費（51.1パーセント増）である。前者は労働金庫に対する貸付金、労働者の「憩の家」の増改築事業等の増によるものであり、後者は老人医療費公費負担事業、生活保護世帯や児童福祉施設収容者などに対する扶助費等の増によるものである。
２　公営企業会計
　府営企業には上水道・工業用水道・病院・宅地造成・港湾整備・流域下水道事業がある。上水道事業の収益的収支は毎年赤字を続け、49年度も21億7,600万円（48年度13億3,700万円）の赤字となった。 48年度に比べて赤字が大幅に増加したのは、料金改定により給水収益が増加したにもかかわらず、電力料金の値上り及び水道施設建設のため発行した企業債の支払利息が増加したこと等による。
　工業用水道事業も電力料金の値上りの影響を受け赤字を生じている。
　また、病院事業では48年度４億2,700万円から２億7,300万円と赤字が減少している。これは診療報酬点数表の改定により医業収益が増加したことによるものである。
　宅地造成・港湾整備・流域下水道事業は、事業の性質上、資本的収支のみで経理している。
市町村の財政
　昭和49年度の府下市町村の普通会計決算額は歳入１兆933億円（48年度8,319億円）、歳出１兆989億円（48年度8,267億円）で、前年度と比較して、歳入で2,614億円31.4パーセント増、歳出で2,722億円32.9パーセント増と大きな伸びを示している。しかし、実質収支で199億円の大幅な赤字となっており、財政状況は悪化の一途をたどっている。これは、義務教育施設、生活環境施設を中心とする公共施設の整備及び社会福祉の充実に要する経費の増加や、地方債元利償還金の増加等によるものである。
歳入
　歳入決算額のうち、前年度に比べて増加額の大きいのは、市町村税1,022億円32.6パーセント増、地方債371億円26.7パーセント増、国庫支出金324億円30.6パーセント増、地方交付税255億円44.6パーセント増等である。市町村税の増加が著しいのは、譲渡所得の増加、法人税割の税率の改正、特別土地保有税の平年度化等による。しかし、その反面、48年度からの公共事業の操延措置等により地方債の増加も大きく、依然歳入総額に占める割合は大きい。公共事業の財源を地方債に求めざるをえない現状であり、経済状勢の変動により自主財源の大幅な増収を期待できない府下市町村においては、義務的経費の増加とあいまって、今後の財政運営はますます困難になることが予想される。
歳出
　目的別にその構成をみると、道路、下排水路、公園、住宅等生活基盤の充実のための土木費が3,019億円と歳出総額の27.5パーセントを占め、小中学校の施設整備等の教育費が2,308億円で21.0パーセントと、この両者で全体の約半分を占め、次いで民生費15.8パーセント、衛生費9.9パーセント等となっている。性質別にみると、人件費、扶助費、公債費の義務的経費に充当された額は3,261億円で、充当率は57.3パーセントとなっており、45年度48.4パーセントから大幅に増加している。その反面投資的経費に充当された額は954億円で充当率は16.8パーセントと、45年度の22.8パーセントから年々減少してきている。このように義務的経費への一般財源充当率が高く、投資的経費に対する充当率が低くなってきていることは、財政の硬直化傾向を示すものである
